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メンタルヘルス

医療機関における医療従事者は、命と直面する精神的重圧や長時間労働等により大

きなストレスを抱えています
つ
。特に医師の場合、その自尊心などから早期の治療を

受けづらいという独自の問題点
2)も
あります。そのため、医療機関におけるメンタル

ヘルス問題への対応は喫緊の課題といえます。

そこで今回は、メンタルヘルス問題の対応策について説明したうえ、労働者を休職

させる場合に用いる書式を取り上げます。

メンタルヘルス問題の対応策

(1)長時間労働の是正

メンタルヘルス問題が生じる最大の要因

の一つは、長時間労働です。医療従事者、

特に医師の労働時間は極めて長く、週あた

りの勤務時間が60時 間以上の常勤医師は

39%に のぼっています 3)。

実務上、(休憩時間を除き)1週間あたり

40時間を超えて労働させた場合に、その超

えた時間が 1カ 月あたり80時間 (2～ 6カ

月平均)を超えると、使用者の安全配慮義

務連反が it定 される口「能性が高いです。そ

のため、医師の時間外労働の 11限規制
1)の

適用前であっても、長時間労働の足正に向

け、人材の確保を含む F防策を講じるべき

です。

(2)健康診断、ストレスチェックおよび面

接指導

法令に従い、定期的な健康診断およびス

1)日 本医師会が平成27年に行ったアンケー |ヽ 調査によると、「自殺や死を毎週 ./毎 |1具体的に考える」と

回答した勤務医は36%、「メンタルヘルス面でのサポートが必要と考えられる中等度以 11の抑うつ症状

を認める」勤務医は65%であり、当該調査をもとにした報告書においては、「喫緊の健康危機に直面し

ている勤務医が相当数存在して」いることが指摘されています (日 本医師会「勤務医の健康の現状と

支援のあり方に関するアンケート調査報告書」)。

2)|1本医師会作成の「医師が元気に働くための 7カ条」においては、 |′ 1身の体調不良について、「53%の

医師は、他の医師には全く相談しないでご自分で対応して」おり、その理由として、「病気のことをよ

く
'111っ

ていて『自分で対応に自信がある (約60%)」」以外にも、「同僚に知られたくないから (約 12%)」、

1自 分が弱いと思われそうだから (約 7%)」、「勤務評定につながる恐れがあるから (約 3%)」 という

回符かなされているという状況を踏まえ、体i調が悪い場合にはためらわずに専 |‖,医を受診すべきであ

る |・|lil商 されています。

|'11ソ 労省 1第 21口 l lべ師の働き方改革に関する検討会 資料 3:医 師の勤務実態について」。
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トレスチェックの実施や、医師による面接

指導
5)を
踏まえた使用者の適りな労務管理

を行うことは、メンタルヘルス問題への対

応として効果的です。また、万が一、使用

者の安全配慮義務違反が問題視されたとし

ても、これらの法令を順守していれば、使

用者の法的責任が否定される可能性は (相

対的に)高まります。

(3)私傷病休職制度の活用

前述の(1)お よび(2)の予防策を講じたとし

ても、労働者が精神疾患を抱えてしまう可

能性は否定できません。このような場合の

対応策として、私傷病休職制度の活用が考

えられます。

私傷病休職制度とは、労働者が (業務上

の傷病ではなく)私傷病により就労不能 (ま

たは就労に適さない状態)と なった場合に、

雇用関係自体は維持しながら労働者の回復

を待つ制度です。

私傷病休職制度をうまく活用すれば、精

神疾患を抱えてしまった労働者との雇用関

係を円満に解決していくことができますが、

使用者の対応が不適切であると、問題を悪

化させることにもなり得ます
6)。
最悪の場

合、労働訴訟 (安全配慮義務違反の損害賠

償請求、または労働者たる地位の確認請求

等)で敗訴という事態も生じ得ます。

そこで、以下では「休職合意書」(61ペー

ジ)を取り上げ、その作成方法を含む私傷

病休職制度の活用について、説明していき

たいと思います。

■ 書 式
(1)第 1条

休職命令の法的有効性をめぐってトラブ

ルになるケースがありますので、これを回

避する観点から、休職制度適用につき合意

があることを明確化しています (第 1条第

1項 )。

また、休職制度においては、実務上、復

職不可による退職の場面においてトラブル

となりやすいです。そこで、 トラブル回避
の観点から、休職期間満了日を明示したう

えで、退職の可能性を事前に示しています

(第 1条第 2項 )。

さらに、休職期間中は、ノーワーク・ノー

ペイの原則から、無給とするのが一般的で

すので、これを明記しています (第 1条第

3項 )。

(2)第 2条および第7条

休職期間中であるにもかかわらず、労働

者が療養に専念しない場合がありますので、

4)平成Ю年12月 5日 、厚労省は、医師の時間外労働の上限規制に関して、①医療における特殊性を考慮
して一般則 (詳細は、2018年 11月 1日 号 (本連載第8回 )参照)よ りも緩和した原則となる上限時間
を設定したうえで、追加的健康確保措置 (連続勤務時間制限、勤務間インターバル確保等)に努める

ことを求めるとともに、②月あたりの時間数の上限について、医師による面接指導、その結果を踏ま

えた就業上の措置等を条件に例外を認める、という案を示しました (厚労省「第13回 医師の働き方
改革に関する検討会 資料 2:時間外労働規制のあり方について」)。
5)改正法の内容は、2019年 1月 合併号 (本連載第10回 )参照。
6)復職に関するトラブルが生じることを避けるという観点からは、「安易に休職に追い込んだり、また、
復職の間を狭きものとするようなことは決してあってはなら」ず、「手厚い制度の整備が望まれる」と

の指摘もされています (白石哲編著『労働関係訴訟の実務 [第 2版 ]』 株式会社商事法務、2018年 )。
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燎警中念義務を明記しています。また、労

働音の健康確保の観点から、副業も禁上し

ています
7)。

(3)第 3条

判例上、私傷病と業務上の傷病 (つ まり、

労災)の区別は、客観的に定まるとされて

います。そのため、本条項は法的効力を確

保するという観点ではなく、紛争予防の観

点から、休職合意時における両当事者の認

識を記載しています。

なお、休職制度は私傷病を前提としてい

ますので、精神疾患が業務上の傷病という

ことであれば、使用者の講じるべき対応も

異なります
8'。

(4)第 4条第 1項および第 6条

休職中の労働者の健康状態は日々変動す

ることがあるため、継続的な健康状態の把

握が必要となります。そこで、本書式では、

主治医の診断書を添えた健康状態について

の報告 (第 4条第 1項 )、 使用者からの連絡

への対応 (第 6条 )を義務づけています。

(5)第 4条第2項および第 5条

体職制度においては、休職期間満了日に

復職可能か否かを判断するところ、医学的

3月 1日号

4月 1日号

5月 1日号

降格・減給

退職勧奨

普通解雇

判断が前提となるため、医師の診断書の内

容が重要な意味を有しています。ところが、

復職判断時に、労働者が (使用者による)

主治医との面談を拒否したり、産業医等の

使用者指定の医師による面談および診察に

応 じないことがあります。

このような事態を米然に回避する観点か

ら、本書式では、これらに関する条項を記

載しています。

(6)運用面での留意事項

産業医を選任 している医療機関の依頼先

は、施設内医師が約 8制 というデータがあ

ります
9'。
しかし、休職制度の適用時およ

び復職判断時においては、外形的にみて公

平性を維持しやすい施設外医師に依頼した

ほうが、訴訟になった場合、産業医の診脚F

の信川性が高まるため、状況によっては施

設外医師への依頼を検討すべきですて,

また、労働法を尊門的に取 り扱っている

法律事務所であれば、メンタルヘルス問題

に強い医師を紹介してくれる場合がありま

すので、顧 |‖l先法(円 i務所に事前相談する

ことも検討すべきです .,

7)ただし、1劇 業については個別に許可するという運用もありll卜 ます。
8)私傷病か業務上の傷病かは、第一次的には労基署の判断を尊重するのが一般的な対応といえます.
9)詳細は,2019年 1月 合併号 (本連載第10回)参照。

次回以降の予定
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体職合意書
10)

医療法人●● (以下、「甲」という)と ●● (以下、「乙」という)と は、甲乙間の雇用契

約に関し、●年●月● H以降の乙の休職等 (以下、「本件」という)について、次のとおり
合意した。

第 1条 甲および乙は、乙が●年●月●日から●年●月●日まで、就業規則第●条第●号の
規定により、休職をすることを相互に確認した。

2 甲および乙は、前項の体職期間満了時である●年●月●日までに、乙に対して復職が命
じられない場合は、同日をもって、乙が甲を退職することを相互に確認した。

3 第 1項による休職期間は、勤続年数に加算せず、同期間は無給とする。
第2条 乙は、前条第 1項の体職期間中 (以下、「休職期間中」という)は、療養に専念す
るものとする。

第3条 1:お よび乙は、乙の健康状態の原因が甲 (甲における乙の業務を含む)に なく、業

務外の原因によるものであることを相互に確認した。

第4条 休職期間中、乙は、甲に対し、毎月、健康状態、休職の必要性等について記載した
主治医の診断書を添えて、健康状態について報告するものとする。

2 乙は、前項の診断書の提出に関し、甲が必要がある
.と

判断した場合には、甲が当該診断

書を作成した主治医との面談を行うことに同意する。

第 5条 休職期間中、甲は、乙に対し、産業医による随時または定期的な面談または診断を
実施することができる。

第6条 休職期間中、乙は、休職 (期間、条件、期間満了時の取り扱い等を含み、これらに
限られない)に関する甲からの連絡に応じるものとする。ただし、乙が、甲に対し、甲と

直接連絡をとることが望ましくない旨の主治医の診断書を提出した場合、甲は、原則とし

て、産業医等を介して乙に連絡を行うものとする。

第7条 乙は、休職期間中、副業を行うことはできないものとする。
2 甲および乙は、乙が前項に連反した場合には、就業規則第●条第●号の規定に基づく懲
戒処分の対象となり得ることを相互に確認する。

第8条 乙は、甲に対し、休職期間中のうち当月 1日 から末日までの期間に対応する各社会
保険料の本人負担分、および住民税の法人立替分を、翌月●日までに支払う。

第9条 本合意書に定めのない事項については、就業規則の定めによる。

本合意成立の証として、本合意書 2道を作成し、甲乙各 1通を保有する。

●年●月●日

甲

医療法人●●

理事長 (氏名)

(住所)(所在地 )

10)当 職らの経験上、休職に関する就業規則の規定内容と、休職合意書の内容 (ま たは運用)が矛盾して
いる事例が散見されます。休職制度の適用前のみならず、適用後においても、就業規則の内容との整

合性につき、逐一確認すべきです。

乙

ｒ
ｉ́
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